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■□ 講演

なぜ私たちの暮らしは苦しくなってきたのか？
　－日本経済の現状

　 　　　　　　　　　松尾 匡（立命館大学経済学部教授）

　５人の方から、ご報告を受けました。こ
の後、私に講演をしろという話になってい
まして、最初は「なぜ格差が広がったの
か」というお題をいただいていましたが、
「なぜ私たちの暮らしは苦しくなってきた
のか」に変更しました。「格差」と言うと、
普通は給料の格差などが思い浮かびます
が、じつはそれはあまり大きな問題ではな
くて、日本の場合、そういうことは統計に
あまり現れてこないからです。格差という
ことであれば、大企業を経営している人た
ちは、企業の財産や収入を利用して飲み食
いや移動をすることができる。そういった
個人の収入ではないところが、日本の場合、
大きな格差のひとつで、そういう説明をあ
まりしないで「格差」と言うと、給料の差
などが頭にあるから、「いっぱい働いて稼
ぐことが悪いのか」というような反発を受
けてしまうことがあります。
　しかし、本当を言うと、みんな暮らしが
厳しいというのがいま起こっている状態で

はないかと思いましたので、勝手ながら
「なぜ私たちの暮らしは苦しくなってきた
のか」という題でお話しさせていただくこ
とをお認めいただいたという経緯がありま
す。

１．⻑期不況と新⾃由主義改⾰でこんなに
苦しんできた
　日本は一時、豊かな国だと言われていて、
私の若い頃は「飽食日本」とも言われた時
代もありました。現在はどうかと言うと、
１人あたりのエネルギーとたんぱく質の摂
取量は戦後直後の 1946 年と比べてもずい
ぶん低くなっています。厚生労働省の「国
民健康栄養調査」によると、最も低かった
のは 2011 年で、エネルギーに関していえ
ば戦後すぐの水準にも満たないレベルです
し、たんぱく質は 1950 年代前半の水準に
なっています。
　食生活が高度化すると、ごはんばかり食
べるわけではありませんから、1人あたり

図１　厚生労働省「国民健康栄養調査」、国立健康・栄養研究所「国民健康の現状」
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のエネルギー摂取量が減っていくのは当然
だと思いますが、70 年頃に減るのは食生
活の高度化に伴うものだと思います。しか
し、今世紀に入ると、たんぱく質の摂取量
も減っているわけです。（図 1）
　こういう話をしますと、世の中は高齢化
していて、歳をとるとあまりごはんを食べ
なくなりますから、「平均すると少なくな
るのも当然だろう」という反応もあるかも
しれませんが、若い人だけ取り出しても、
やはり同じことが言えるのです。20 代も
やはり、エネルギーの摂取量もたんぱく質
の摂取量もだんだん減っているというのが
現状です。90 年代後半から現在までを比
べると、20 代のエネルギー摂取量が減っ
ていて、厚生労働省の基準に満たないとい
う状態で推移しています。
　これを総務省統計局「労働力調査」の失
業率の数値と重ねてみると、失業率が上昇
するときにはエネルギー摂取量が減って、
失業率が下降するときにはエネルギー摂取
量は増えて、また失業率が上がるとエネル
ギー摂取量が減って、失業率が下がるとエ
ネルギー摂取量が増えていることがわかり
ます。（図２）
　このように、失業率と栄養摂取量はきれ
いに連動して動いているということです。
これは失業している人もそうでない人も含

めた平均としてこのように動くということ
ですから、実際に失業していた若い人たち
はどのような食生活にあったのだろうかと
思います。現在の日本はこのような状況に
なっているということです。　
　若者だけでなく、この間の長期不況は非
常に深刻な影響を私たちに与えています。
その最も典型的な例は、男性の失業率と男
性の自殺死亡率です。これがきれいに相関
することは、人口動態調査と労働力調査を
重ね合わせるとわかります。1953 年から
の長期的なデータを採ってみると、非常に
安定した、きれいな相関がありまして、50
代の男性に限るともっと相関が著しくなる
ことがわかっています。学問的にいろいろ
な条件を考えて、これはほぼ間違いなく相
関があることは実証されていることです。
（図３）　
　1997 年に消費税が３％から５％に上
がって、1998 年に本格的なデフレ不況が
始まります。これ以降、失業率がどんどん
高くなって、５％台が続くという最もひど
い状態のとき、同時に自殺死亡率も高まり
ました。全体として年間３万人台の失業者
が出続ける時代が来て、まさに不況は人を
殺すのだということを示しています。
　失業率が５％を超えて以降、年あたり
50 代男性の自殺死亡者数から、景気がい
いときにも見られる年間千数百人の自殺者

図２　厚生労働省「国民健康栄養調査」、
総務省統計局「労働力調査」

図３　e-Stat「人口動態調査」、
総務省統計局「労働力調査」
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数を除けば、戊辰戦争での奥羽越列藩同盟
側の死者数と同じ規模です。つまり、毎年、
戦争をしていたと考えていただければいい
のではないか。そういう状態だったという
ことです。　
　さらに民間平均給与も、長い間、減少し
続けてきました。下がり始めたのは消費税
が３％から５％に増税された 1997 年で、
翌年の 1998 年から本格的なデフレ不況が
始まり、これ以降、民間平均給与は下がり
続けています。
　同様に、正社員も減り続けました。これ
も、減り始めた時期は同じで、消費税が３％
から５％に上がった翌年から本格的なデフ
レ不況が始まり、それ以降ずっと、正規職
員・従業員が減り続けています。特に小泉
政権が成立して、雇用の流動化・非正規化
がいっそう推し進められたことによって、
さらに正規雇用が減り続けました。（図４・
５）　
　では、相対的貧困率はどうかといえば、
すでにバブル時代の 1985 年頃から上がり
続けています。貯金を持たない人の割合も 上がり続けています。特に 20 代の若い人

たちでは、貯金を持たない人の割合がどん
どん上がっています。（図６・７）
　なかでもいちばん苦しいのがロスジェネ
と言われる世代です。小泉さんが政権を
取って、就職氷河期になり、そのときちょ
うど就職活動の時期に当たった人たちは、
まともに就職することができなくて、ずっ
とフリーターで暮らす人が増えました。長
くフリーターであることがますますハン
ディになって、なかなか正社員として就職
できないまま年を重ねている人たちが増え
ています。
　国民生活基礎調査で、貯金ゼロ世帯の割
合を世帯主の年齢階層別に見ると、2007
年時点の 40 代では 8.5％で、全世代の中で
最少ですが、約 10 年後の 2016 年になると

図４　国税庁「民間給与実態統計調査」長期時系列データ

図５　総務省統計局「労働力調査」

図６『エキタス 生活苦しいヤツ声あげろ』(2017, かもがわ出版 )　
第 2章「貧困・格差の実態と構造」（今野晴貴）より

図７『エキタス 生活苦しいヤツ声あげろ』(2017, かもがわ出版 )　
第 2章「貧困・格差の実態と構造」（今野晴貴）より
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17.9% と、大きく跳ね上がって全世代の中
で最多になっているというのがロスジェネ
世代の現在の状況です。　
　最低生活費未満の所得の人の推移は、
1997 年に消費税が３％から５％に上がっ
て、翌年からデフレ不況が始まり、最低生
活費に満たない所得の人がどんどん増えて
いることを示しています。
　そんななかで、生活保護を受けざるを得
ない人たちも、ずっと増え続けています。
（図８）

２．こうなったのを⾃然法則のようにみな
してはならない　
　どうしてこうなったのかという話のとき
に、多くの論者が「少子化、高齢化、IT革命、
グローバル化など、人間の手によってはど
うしようもない条件によって、もたらされ
た」というふうに説明します。しかしそう
ではないということをまず押さえておきた
いと思います。こうなったのは１％の強者
の都合のいいように社会の仕組みを変えて
きたことが背景にあります。つまり 1980
年代から続いてきた新自由主義的な改革と

それがもたらした長期的な経済停滞がこの
ような事態を招いたのであって、少子化や
高齢化といった人間の力で変えられない宿
命のようにして説明してはいけないという
ことです。
　宿命のように、たとえば「もう経済成長
しない。大変な財政危機なんだ。もう税収
が増えて返せるような時代ではなくなっ
た。だから緊縮財政にしなければいけない」
という言い方が、日本だけでなく、ヨーロッ
パやアメリカも含めて世界中でなされてい
ます。「財政危機で大変だ」と言うことに
よって、「財政削減をしなければいけない。
緊縮財政だ」となって、社会サービスを削
減し、福祉も削減し、生活保護費も削減さ
れ続けているわけです。
　また、教育など、公的な分野に使うお金
も削減され続けています。永井さんのお話
にもありましたように、学費は上がり、国
立大学の授業料も値上げされ、奨学金も抑
えられて、日本は世界の中でも教育費にお
金を出さないことでは１番の国になってし
まっています。
　こういうことが続いて、社会サービスが
削減されていくと、結局、民間企業がそれ
を代わりにやることになり、民間の新たな
ビジネスチャンスになっていきます。ある
いは、「国にお金がないから、民営化して
いく」という説明で、国有財産の切り売り・
民営化が進み、そのことで民間企業にビジ
ネスチャンスが生まれ、大きな儲け口がで
きます。
　このような緊縮財政下では、国がお金を
使いませんから、経済が停滞していきます。
経済停滞は、日本だけでなく、ヨーロッパ
やアメリカでも同じです。そこで、「経済
停滞から抜け出すためには、規制緩和をし
なければいけない」という言い方で、雇用
が流動化され、規制緩和が進められ、中小

図８『エキタス 生活苦しいヤツ声あげろ』(2017, かもがわ出版 )
第 2章「貧困・格差の実態と構造」（今野晴貴）より
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零細企業などがやっていけなくなるわけで
す。あるいは、非正規化が進んで、労働組
合が弱体化していきます。さらに、不況に
より失業者がたくさん生まれるので、雇用
主に「おまえの代わりはいくらでもいるん
だぞ」と言われても会社を辞めるわけにも
いかず、ブラック企業がはびこるし、労働
運動は弱体化し、賃金は低下します。
　税制の問題も大きいです。先ほど鈴木さ
んがずっと消費税の問題を取り上げてきま
したが、この間、法人税減税や所得税のフ
ラット化で、お金持ちからたくさん取ると
いう累進課税の税制ではなくなってきてい
ます。このような大企業や富裕層にとって
都合のいい税制改革が、日本だけでなく、
日本を含む先進各国でずっと進められてき
ました。それで大企業ばかりが儲かるよう
になって、富裕層はますます儲かるのです
が、その穴埋めで消費税増税がなされてい
くわけです。　
　結局、庶民や働く人たちはみんな苦しい
状態に置かれていて、その一方で大企業や
富裕層が大儲けするような時代になり、結
果として少子化が進んできたということで
す。たしかに大きな長い目で見て、豊かな
先進国になると少子化が進む傾向はあるか
もしれませんが、それがいっそう推進され
たということは、人びとの暮らしが苦しく
なって子どもをつくれなくなっているとい
うことです。
　生涯未婚率の推移を見ると、90 年代に
長期不況に入って以後、男性も女性も上が
り、子どもをつくれなくなっています。こ
れはやはり、暮らしが苦しくて子どもなん
てつくれないということです。先ほどの報
告でも、奨学金の返済に迫られているとい
う話がありましたが、世の中に出た若い人
たちが最初から奨学金の借金を背負って出
てくるわけです。そうすると、結婚すると

きにそれがネックになって、結婚できない
という話になってくる。そういう人たちが
たくさん出てくるということです。一方で、
大企業の利益はどんどん上がり、現在、空
前の利益を出し続けています。このような
格差の拡大が起こっているわけです。（図
９）　
　このように見てきますと、この間、基本
的には経済停滞が続いてきたのですが、そ
れは大企業側に都合のいいようにやってき
たからです。「大不況になるのは困るが、
適度な経済停滞はむしろ歓迎だ」というの
が、大企業のロジックになっていると思い
ます。失業者が全然いなくなると、労働者
に言うことをきかせるのは難しくなりま
す。適当に失業者がいるからこそ、労働者
は「クビになったら困る」ということで、
命令に従わざるを得ない。だから、雇用側
は理不尽な命令もできるようになり、賃金
も抑えることができます。
　したがって、景気対策は、基本的には中
途半端であって、主に危機対応です。私が
子どもだった 70 年代はインフレの時代で、
物価の上がり方よりも賃金の上がり方のほ

　図９『エキタス 生活苦しいヤツ声あげろ』（2017, かもがわ出版） 
第 2章「貧困・格差の実態と構造」（今野晴貴）より
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うが多かったのですが、これが景気のいい
ときの状態です。私の父親はずっと平社員
でしたが、家を建てたら、あっという間に
住宅ローンを返すことができました。
　ところが、デフレ時代は逆で、物価の下
がり方よりも賃金の下がり方のほうが大き
い。だから、みんな苦しくなっていくので
す。もちろん、なかには物価の下がり方ほ
どは賃金が下がらなかった人はいるかもし
れませんが、不況ですから、それを口実に
非正社員化をどんどん進めていきます。　
　以上がこの間起こってきたことですが、
1986 年から 2017 年までの厚労省「国民生
活基礎調査」を見ると、「生活にゆとりが
ある」と答える人は圧倒的に少数で、多く
の人は「苦しい」と答えていて、この不況
の間ずっと、「生活が苦しい」と答える人
が増え続けてきました。特に増え始めたの
は 1993 年です。バブル崩壊が 1991 年です
から、92 年はまだ崩壊の影響が出ていな
い頃で、その翌年の 93 年から「苦しい」
という回答が増え始めています。バブルが
崩壊してから、「苦しい」と言う人たちが
増え始めたのです。
　なかでも大きく増えたのが 1998（平成
10）年です。97 年に消費税が３％から５％
に上がって、翌年から本格的なデフレ不況
が始まりましたから、ここで大きく増えて、
これ以降も、「苦しい」と言う人が増え続
けました。
　2017 年は６割近くの人が「苦しい」と
答えています。「生活が苦しい」と言う人
は、92 年（バブルは崩壊していたけれど
も、まだその影響が出ていない絶頂期）は
34.2％でしたから、2017 年時点で 1.6 倍ぐ
らい増えています。　
　しかし、内閣府の「国民生活に関する世
論調査」の「現在の生活に対する満足度」
を見ると、「満足」と「まあ満足」が合わ

せて 75％ぐらいで、バブル時代よりも多
いのです。６割近くが「苦しい」と答えて
いるのに、満足しているわけです。
　安倍政権に関しては、政権の特殊利益が
あって、他の先進各国の新自由主義政権と
少し違うところがあります。それは、「改
憲を実現したい。そのためには選挙に勝た
なければいけない。それによって圧倒的多
数を占めて、改憲に乗り出そう」という野
望があり、そのために国民の支持を得る必
要があり、それなりに景気対策をしている
ということです。
　ですから、「国民生活基礎調査」でも、
安倍政権が成立して以降、「生活が苦しい」
という人が少しだけ減っています。2014
年は消費税率が上がったので増えています
が、そのほかは少し減っています。それな
りに少し景気が改善されて、ちょっと生活
が楽になったかなということですが、しか
し、その水準は依然として苦しくて、６割
近くが苦しく、バブル時代とは比べものに
ならない。でも、このわずかな改善に対し
て、人びとは非常に満足している。これが
現実として存在するということです。　
　つまり、この長期の不況の間に、暮らし
がどんどん悪くなるなかで、人々の期待値
が下がっているのです。特に若い人はバブ
ル時代を知りませんので、「こんなものだ」
と思ってしまっている。そういうなかで、
安倍政権下での経済の改善に非常に満足す
るようになり、そういう人たちが安倍自民
党を支持し、票を入れたので政権は圧勝し、
5回勝ってきたということです。
　特に若い世代ほど、安倍内閣に対する支
持率は高いし、選挙のときに自民党に入れ
た率も若い世代ほど高いのですが、過去の
バブルを知らない人たちが、長期不況のな
かで期待水準を下げていて、ちょっとした
改善で満足して、そこにしがみついている
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という状況です。

　
３． しかし消費税でどうなる
　そんななかで、いま消費税が増税されよ
うとしています。輸出の伸び率は、ずっと
下がり続けて、現在、とうとうマイナスに
なっています。2014 年の消費税率引き上
げのときは、まだ前年に比べて輸出が増え
ていました。そういうなかで税率を引き上
げたのですが、いま輸出はマイナスです。
　鉱工業生産指数も、前年同月と比べた伸
び率は下がっていて、現在はマイナスです。
前回の消費税引き上げの場合、それまで鉱
工業生産指数はプラスでした。前年と比べ
て伸びている状態で消費税税率を上げて、
その後、マイナスになって、打撃があった
のですが、いま、こんなマイナスのなかで
増税したら、いったいどうなるのかという
ことです。
　商業販売額も、前年と比べた伸び率は、
どちらかといえば減る傾向があって、最近
はマイナスになっています。しかも、マイ
ナスの幅が大きくなっている状態です。前
回の消費税率引き上げまではプラスでし
た。プラスの状態のもとで増税して、その
後、マイナスに転じてしまったのに、いま
はマイナスのなかで税率を上げようとして
います。
　消費者態度指数も、どんどん下落してい
ます。
　景気動向指数先行指数は下落が続いてい
ます。
　法人企業景気予測調査で「貴社の景況
は？」と尋ねると、現状判断マイナスがど
んどん進んでいます。
　政権側が、いつもアベノミクスの成果と
して言うのが「雇用の改善」で、求人が増
えていると言うのですが、じつはとうとう

崩れ始めています。有効求人倍率の前年同
月比はこのところ鈍化が進んで、とうとう
マイナスになりました。前回の消費税率引
き上げまでは伸び盛りでした。伸び盛りの
ときに消費税を上げて、伸び率が下がった
のですが、いまはマイナスです。　
　このようななかで消費税を上げようとし
ていて、この打撃は非常に大きいでしょう。
東京オリンピックが終わったらどうなるの
か？という状態になっていて、今度の選挙
も考えなければいけないのですが、私たち
はどのような政策を求めていくべきかを考
えていかなければいけない状態にあるとい
うことです。


